
1

池上 康之

主催：一般財団法人 日本海事協会

場所 東京国際フォーラム ホールB7

平成２５年１２月２日
佐賀大学海洋エネルギー研究センター

「海洋再生可能エネルギーセミナー」

実証試験を始めた海洋温度差発電の
新しい展開および海外の最新動向

－再生可能エネルギーにおける安定的電源の役割を目指して－
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海南島 10MW

From WEB of REIGNWOOD

From WEB of Lockheed Martin
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From WEB of Lockheed Martin

海 洋 温 度 差 発 電 の 概 要 歴 史 と 現 状
海洋温度差発電は、1970年代のオイルショックを契機に⽇⽶仏で検討が進みました。⽇⽶で数⼗kWクラスの実験プラントを建設しま
したが、その後⼀次エネルギー価格が下落したことから、政府予算での開発は⽇⽶とも下⽕となっていました。今⽇、化⽯燃料供給の
不安定化や関連技術の発展を受けて⾒直され、⽇・⽶・仏で⼤⼿企業による開発が再開しています。

1980年 1990年 2000年 2010年

①1979年 Mini-OTEC 
ハワイ沖
出⼒50kW
（ロッキード社）

③1982年
徳之島
出⼒50kW
（九州電⼒）

②1981年
ナウル共和国
出⼒120kW
（東京電⼒）

① ②③ ④

④1994年
ハワイ 出⼒210kW
(NELHA)

⑥2008年〜
⽶国ロッキード・マーチン社開発再開
（画像は10MW実証設備イメージ）

⑦2009年〜
仏国DCNS社開発開始
（画像は10MW実証設備イメージ）

⑥⑦

⑤2003年〜
佐賀⼤学海洋エネルギーセンター
出⼒30kW＋深層⽔複合利⽤研究

⑤
オイルショックを契機とした小規模実証期 開発休眠期（日本では佐賀大学が研究開発を継続。周辺技術は他用途で発展） 商用化検討再開期
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出典：
日本技術貿易
株式会社

特許から見た
海洋温度差発電の
第二次ブーム

⽇ 本 に お け る 適 地

8

出典：NEDO「海洋エネルギーポテン
シャルの把握に係る業務」（ 平成23
年3⽉）における温度差分布図（5年
間平均値）に追記

沖縄本島
⼈⼝：約129万⼈
現有発電設備容量：1733MW

久⽶島
⼈⼝：約9千⼈
現有発電設備容量：19.2MW

宮古島
⼈⼝：約5万⼈
現有発電設備容量：76.5MW

⽯垣島
⼈⼝：約4万5千⼈
現有発電設備容量：69MW

⽗島
⼈⼝：約2千⼈
現有発電設備容量：4.3MW

南⿃島
（左図範囲外 北緯24度17

分、
東経153度59分）

⿊潮流域
将来的な本州地域への送電

沖ノ⿃島

久⽶島、⽯垣島、宮古島等の沖縄地域の離島、沖縄本島、南伊⾖・⼩笠原諸島、沖ノ⿃島、南⿃島等
海洋温度差発電が経済的に成⽴する適地は、表層海⽔と深層海⽔との温度差が約20℃を超える地域です。⽇本では、沖縄周辺お
よび⿅児島奄美諸島、南伊⾖・⼩笠原諸島、沖ノ⿃島、南⿃島等の島々、⿊潮の流域となる奄美⼤島から宮崎、⾼知、和歌⼭を
経て⼋丈島に⾄る海域が相当します。

沖永良部島
⼈⼝：約1万3千⼈
現有発電設備容量：19.1MW

奄美⼤島
⼈⼝：約6万8千⼈
現有発電設備容量：85.7MW

徳之島
⼈⼝：約1万2千⼈
現有発電設備容量：30.5MW

将来的なターゲット
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沖 縄 に お け る 海 洋 温 度 差 発 電 の 可 能 性
海洋温度差発電の離岸距離30km以内の

導⼊ポテンシャル(単位：MW)

出典：⾵⼒等⾃然エネルギー技術研究開発／洋上⾵⼒発電等技術
研究開発／海洋エネルギーポテンシャルの把握に係る業務, 
NEDO, 2011

出典：NEDO 再生可能エネルギー技術
白書概要版, NEDO, 2010

⼈⼝ 発電設備容量（燃料）
沖縄本島 約120万⼈ 1,733MW(重油・灯油・⽯炭）
宮古島 約5万⼈ 76.5MW(重油）
⽯垣島 約4万5千⼈ 69.0MW(重油）
久⽶島 約1万⼈ 19.2MW(重油）
伊良部島 約7千⼈ (宮古島共⽤)
渡嘉敷島 約千⼈ 6.2MW(重油）
合計⼈⼝ 約137万⼈ 1,905MW

現在の沖縄の発電所
… ほぼ100%が化⽯燃料利⽤の⽕⼒発電

沖縄には
⼤きな発電

ポテンシャル
沖縄のベース電
⼒は⼗分カバー

可能
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変化

太陽光や⾵⼒と異なり、
発電出⼒は安定

→ベース電源の位置づけ

商⽤プラントでは、
発電コスト＝10円/kWh

で競争⼒あり
→化⽯燃料価格の乱⾼下と
も無縁で安定したコスト
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沖縄は表層-深層の温度差が好適
→さらに、沖縄をモデルケースとして

海外（インドネシア、台湾、フィリピン
等）へと展開する ベース電⼒需要＝発電設備容量の

2割とすれば、沖縄本島のベース
需要は400MW程度…100MW級

発電設備×4基でカバー可能

沖縄近海の⽔温分布
表層と深層（⽔深

800m）
との温度差は20℃

9

表層と深層の温度差
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海洋温度差発電

• 海洋の熱エネルギーを電気エネルギーに変換する
発電システム

• Ocean Thermal Energy Conversion (OTEC)
• 環境にやさしい自然エネルギー

• 自然エネルギーの中でも、

– エネルギー規模大

– エネルギーの安定性

– 複合的利用(海水淡水化・水素製造、冷房利用、海洋深
層水、医療への利用など)

– 津波に強い
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100t/d 温度差エネルギーを用いた海水淡水化

14
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日本周辺海域の主要魚種漁獲量と
鯨類資源の推移

深層海水を用いた
養殖産業

栄養分・ミネラル分が豊富な
深層水の二次利用

（社）マリノフォーラム21の海洋肥沃化装置の
研究開発及び実海域実験プロジェクト

（東京大学 大内教授からの提供）
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リチウムの応用分野

Electric vehicle 
without emission 

Energy6Li

4He

T

n

Next energy fuel for 
nuclear fusion

Light alloy mixed 
with Al for aircraft

Rechargeable battery 
of mobile IT devices

Evaporated Salt Obtained from 150 Days Operation

Dried 
precipitate
791g
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Element Content
[wt%]

Concentration 
ratio [%]

Content in 
seawater [wt%]

LiCl 33.3 11,000 0.003

NaCl 20.4 0.26 78.1

KCl 3.3 0.94 3.5

MgCl2 8.2 0.57 14.3

CaCl2 13.4 4.11 3.26

MnCl2 19.4 － n.q. 

SrCl2 2.0 50.0 0.04

The Components of the Precipitate Salt 
Obtained from 150 Days Operation
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海外における海洋温度差発電の
最新の動向

・フランス
・米国
・中国
・韓国
・インド
・インドネシア
・フィリピン
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2 0 1 3 年 9 ⽉ O T E C シ ン ポ ジ ウ ム （ ホ ノ ル ル ） で ⽰ さ れ た 各 国 ロ ー ド マ ッ プ

国名 策定主体 内容 備考
⽶国 Lockheed Martin社 【2013〜】

中国「Reign-wood Group」と10MWパイ
ロットプラントの実施に向けたMoUを締結
した。
これをステップに100MW級商⽤プラントを
実現する。

以前は洋上浮体式に
特化していたが、今
回の会議において、
陸上式も視野に⼊れ
ているとの発⾔が
あった。

フランス DCNS社
（Direction des 
Constructions 
Navales ⽇本語
訳：造船役務局）

【2013〜2016】
マルティニーク島における10MWプラント
の設計（実施中）

【2013】陸上式「フルスケール」OTECプロ
ジェクトの発表

【2014】洋上式「フルスケール」OTECプロ
ジェクトの発表

韓国 KIOST （Korean 
Institute of Ocean 
Science and 
Technology）

【2014~2017年】
200kW および1MW級 パイロットプラント

【2018~2020年】
10MW級 プラント（深層⽔複合利⽤による
実⽤プラント、ODAプロジェクト、海底資
源開発への電⼒供給⽤などを想定）

【2020年以降】
100MW級商⽤プラント

韓国EEZでは表層－深
層の温度差が⼗分に
取れないため、海外
へのプラント輸出を
主⽬的として開発し
ているとのこと

24

Lockheed Martin’s OTEC Roadmap
1st 100 MW Plant

100 MW+ Plants

10 MW
Pilot Plant

Additional 
10 MW Scale Plants

10 MW Pilot Plant Critical Step to Transition from 
R&D to Opening of the OTEC Market

⽶国
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Status

• 10 MW Reignwood Group project
– Memorandum of Agreement signed; progressing toward project 

start in 2013

• NELHA Ocean Energy Research Center
– Continued Heat Exchanger deployment & testing in relevant 

environment

• Makai plume model
– Support environmental assessments

⽶国

フランス
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Final Goals and Approaching Steps

100W & 20kW 
OTEC Experiments

200kW HdT & 1MW
LdT OTEC Pilot Plant

10MW OTEC
Practical Plant

100MW OTEC 
Commercial Plant

• Educational demonstration of OTEC mock-up in 2011
• Public demonstration of small OTEC pilot plant in 2013

• Deign and fabrication of small practical OTEC plant  
• Installation and operation for domestic(HdT) and 
tropical(LdT) implementation of Blue Infrastructure

• Practical OTEC plant for multi-staged use
•ODA project and deep sea mining assistance   

• Prototype 100MW OTEC plant
for commercialization

Design, manufacture, installation and operation of
100MW commercial OTEC plants in tropical waters

Final 
Goals

2020~     

2018~2020

2014~2017

2010~2013

27

韓国

■米エネルギー省が支援
①2008年、深層海水取水管に関する開発で1.2 million USDの支援を受ける。

②2010年3月17日、Lockheed Martin社プレスリリースより
ロッキードマーティン社は、OTEC商業化に向け、エネルギー省より、合計1million
ＵＳＤの支援を受ける。
・世界における、OTEC＋深層水冷房に適した地域、ポテンシャルの割り出しに繋
がるツール（ソフト、データ）の開発。
・実用スケールOTECでのライフサイクルコスト検討

■米、国防総省より支援
8月21日付米国防衛省発表資料より
ロッキードマーティン社は、海軍向けOTEC技術で

使用する構成機器とサブシステムの開発について
約8.12million USD の契約を獲得。
将来的に海軍施設にOTEC適用を推進するため
の海洋エネルギーシステム開発をサポート。

米国の海洋温度差発電の動向
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Getting a Feel for an OTEC Plant

4m diameter x 1000m long 
Cold Water Pipe

55m x 55m platform hull

9m diameter x 80m long 
power modules (Remoras)

10MW Pilot Plant

SYSTEM PARAMETERS

Cold Water Intake Velocity(m/s) 2.6  
Cold Water Pipe Flow (gallon / sec)4,200
Warm Water Intake Depth (m) 20
Warm Water Intake Velocity(m/s) .15 
Water Discharge Depth(m) 50 
Warm Water Flow (gallon / sec) 6,100
Heat Exchangers (qty - m x m x m)16 – 2.5 x 2.5 x 10

29

1 gal ~ 3.8 liters
1m3 ~264 gal

From WEB of Lockheed Martin

From WEB of Lockheed Martin
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100ｋW規模のOTEC用熱交換器性能試験装置 inハワイ（2011年7月完成）

From WEB of Lockheed Martin

From WEB of NELHA
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フランスにおけるOTECの最新情報

From WEB of DCNS
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フランス DCNS による
OTEC構想

浮体式 １０MW

From WEB of DCNS

中国における海洋温度差発電の研究開発

青島政務オンラインより
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DEWAN  ENERGI  NASIONAL

39

Theoretical
(GW)

Technical
(GW)

Practical
(GW)

Tidal current 160.0 22.5 4.8
Ocean wave 510.0 2.0 1.2

Ocean thermal 57.0 52.0 * 43.0 *
Total 727.0 76.5   49.0

*depending on the technological maturity and market development, 
including availability of successful project in gird connection.

INOCEAN (2011) has ratified national-wide 
ocean energy potentials based on previously 
conducted exploration/surveys

By Prof. Mukhtasor, Ph.D. National Energy Council of Indonesia 

海洋温度差発電の新しい技術の進展

新しい高性能な熱交換器（蒸発器、凝縮器など）
の開発

新しい環境に優しい熱交換器の防汚技術の開発

新しい高性能なサイクルの提案と実証など

作動流体を純粋なアンモニア物質

作動流体をアンモニアと水の混合物質/新しいサイクル
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Institute of Ocean Energy,
Saga University (IOES)

New Hybrid OTEC Experimental Plant 

OTEC

Desalination

Lithium Recovery Hydrogen ProductionOcean Water Simulation
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正味出力効率＝
利用出来る発電量

発電量

Warm water mass flow rate mWS [kg/s]

W
ne

t /
 W

T

  mCS = 111 kg/s
  TCSI =  8 oC

  T = 20 oC
  T = 21 oC
  T = 22 oC
  T = 23 oC

PHE-1

 T = 21 oC
PHE-2

PHE-1(EVA)
PHE-2(CON)

 T = 21 oC

50 100 150 200 250
-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

新しい蒸発器を用いた場合の
システム性能 新し蒸発器

で約70％に
達している

43
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風力等自然エネルギー技術研究開発海洋エネルギー技術研究開発 次世代海洋エネルギー発電技術研究開発

『次世代10MW級海洋温度差発電プラントのコア技術研究開発』
佐賀大学・神戸製鋼

風力等自然エネルギー技術研究開発海洋エネルギー技術研究開発 次世代海洋エネルギー発電技術研究開発

『次世代10MW級海洋温度差発電プラントのコア技術研究開発』
佐賀大学・神戸製鋼

項目 陸上設置型OTEC 洋上浮体型OTEC

外見

商用プラントの規模
ユニットあたり発電出力 1 ~ 10 MW級 ユニットあたり発電出力 10~100 MW 級

設置の目的 発電＋海水の複合利用
（空調への冷熱利用、漁業、食料・飲料等）

電力供給
（あるいは電力から他形態のエネルギーへの転換）

研究開発の効果

海水の複合利用によるシステムの付加価値向
上・取水費用分担による発電コスト削減
⇒ 実用化・事業化が加速

大規模化（100MW級）で、競争力のある発電コス
ト（10円/kWh以下）が達成可能
⇒実用化・事業化が加速

目標： 「平成32年に発電コスト20円/kWh以下を実現する10WM級に貢献できる技術開発」

目 標
・同じ海水条件に対し
発電端熱効率10％
向上

・発電コスト▲10％

・(株)神戸製鋼において開発の伝熱促進加工チタン薄板をプ
レートに使用。適合したサイクル、作動流体などの総合研究
・発電効率向上と発電コスト低減に寄与するピンチ温度削減お
よび総括熱伝達係数の向上。実海域で熱交換器性能評価。

高性能熱交換器の開発に伴う高効率発電システムの実現

Photo of grooved surface
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沖縄県のOTECの実証事業
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-300

-200

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

取
水
深
度

取水量

(ｍ)

(ｔ／day)

我が国における取水 深 度 と 取 水 量

久米島町
６１２ｍ

静岡県伊東市
（DHC）
８００ｍ

東京都大島町
５１２ｍ 静岡県焼津②

６８７ｍ

高知県室戸市
船津

羅臼町②

高知県室戸市
岬町

静岡県焼津①

沖縄県海洋深層水研究所 兼島氏の資料より
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49

化粧品関係
23.9%

クルマエビ種苗
3.0%

医療・健康増進
関係
3.0%

海水魚
(クマノミ)
0.4%

加工食品
4.1%

クルマエビ
47.7%

濃縮水
（苦汁）
0.3%

塩
1.9%

清涼飲料水
3.9%

飲料水
3.2%

海藻
8.7%

2,035
百万円

食品関連
13%

水産関係
60%

その他
27%

深層⽔関連企業の⽣産額
は年間約20億円
深層⽔関連企業の雇⽤数は久
⽶島町内で約300⼈（うち取
⽔開始からの新規雇⽤約140
⼈）。海洋深層⽔利⽤産業を
島の主要産業の１つとなって
いる。

久⽶島における深層⽔利⽤の現状

出典： 久⽶島海洋深層⽔複合利⽤基本調査 報告書

海洋深層水の利用高度化に向けた発電利用実証事業

背景・事業の必要性

○ 沖縄県は、エネルギーの約99.8パーセントを化石燃料に依存し、国際的なエネルギー
情勢やエ
ネルギー市場価格の変動等の外的な要因による影響を受けやすい

○ 二酸化炭素排出量の削減は、喫緊の課題

エネルギー自給率の向上、エネルギー供給源の多様化を図る必要があり、その一環とし
て、海洋深層水を利用する海洋温度差発電について、将来の大型化、商用化に向けた実
証事業を実施

事業概要

○ 事業費 約５億円（一括交付金事業、交付率８／１０）
○ 実施場所 沖縄県海洋深層水研究所（久米島町）
○ 主な内容
・ 発電プラントを設置し、研究所が取水する海洋深層水及び表層水の一
部を利用して発電させ、天候、海水温の変化に伴う発電量等を計測
・ 安定した出力を得るための技術に関する実証試験
・ 海洋深層水及び表層水のより高度な複合的利用についての検討

○ 事業実施期間 平成２４年度～平成２６年度（予定）
・ 平成２４年度 発電プラントの建設
・ 平成２５年度～平成２６年度 実証試験

ユニット外観（イメージ）

事業の必要性

背 景
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事業の実施体制

沖縄県

主な所掌分担
○ ＩＨＩプラント建設 表層水系統の製造・組立

現地工事・設計 ・・・ｅｔｃ
○ ゼネシス 基本コンセプト作成

発電、熱交換器ユニットの製造・組立
海洋深層水の複合利用の検討 ・・・ｅｔｃ

○ 横河電機 電気、計装、制御装置の製造・組立
系統連系工事 ・・・ｅｔｃ

ＩＨＩプラント建設・ゼネシス・横河電機共同企業体

佐賀大学等

委託 協力

協力

発電ユニットA
(連続発電⽤)

発電ユニットB
(実験ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰ

ﾑ)【意義・⽬的】
海洋温度差発電のネッ
クとなっている⻑期連
続運転を可能とする。
これにより技術信頼性
を向上させ、将来の
1MW, 10MWに向けた
展開に寄与する。

【意義・⽬的】
⽇本における深層⽔・
表層⽔熱交換器やター
ビン等要素機器の実験
プラットフォームとし
ての機能を果たす。こ
れにより、関連技術の
研究開発を促進する。

【仕様】
最⼤50kWの発電が可
能な発電ユニットおよ
び熱交換器（蒸発器お
よび凝縮器）を
備える。

【仕様】
発電出⼒50kWに相当
する設備にて、熱交換
器やタービン等の実験
が実施できるシステム
を備える。

A
蒸発器A凝縮器A

発電ユニットA

B
発電ユニットB

実証設備のコンセプト

52
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沖縄県 海洋温度差発電実証設備の狙いと概況・展望

沖縄県 海洋深層⽔研究所

沖縄県 海洋温度差発電実証設備

久⽶島における実証試験のねらい 〜 商⽤化への競争が始まる中、世界に先駆けて発電〜

性能解析
プログラム

実証設備による各種運転データ 商⽤規模プラントの
予測性能

実証設備による、技術的信頼性の確⽴と商⽤規模プラントの性能予測

「久⽶島モデル」【1MW級発電】＋【深層⽔利⽤】

沖縄県実証試験【100kW級】

国内の離島の産業振興と⾃⽴発展 先導的国際競争⼒の維持強化

海洋発電プラントとしての将来展開

沖縄県・国内への展開
海洋深層⽔複合利⽤による⾃⽴型コミュニティの沖縄県

および国内への展開
沖縄県への⼤規模電⼒供給【10〜100MW】

浮体式海洋温度差発電による沖縄県へのグリーン電⼒の
⼤規模供給

洋上エネルギー⽣産基地【100MW〜】
海洋温度差発電設備の洋上エネルギー⽣産基地としての

展開・海外への発電プラントとしての輸出

海外へグリーンインフラとして展開
海洋深層⽔複合利⽤施設を海外市場へオールジャパンで展開

我が国の技術⽴国への貢献

相乗効果

海洋深層⽔複合利⽤施設としての将来展開

54
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海洋深層水(再生
可能な地域資源)

商用電力

淡水

取水
ポンプ

深層水利
用

産業

生産品

海洋深層水(再生
可能な地域資源)

取水
ポンプ

海洋
温度差
発電

生産品

これまでの深層水利用

循環型・⾃⽴型の深層⽔複合利⽤(例)

海水
淡水化

深層水
利用
産業

グリーン電力

淡水

これまでの深層⽔複合利⽤では、
電⼒や⽔といったユーティリティ
を外部からの供給に頼らざるを得
なかった。
久⽶島は、これらも再⽣可能な地
域資源である深層⽔から⽣産し、
さらに進んだ循環型・⾃⽴型な複
合利⽤とすることを⽬指す。

久⽶島が⽬指す循環型・⾃⽴型の利⽤モデル

出典： 久⽶島海洋深層⽔複合利⽤基本調査 報告書

56

久⽶島 深層⽔利⽤の将来像

取⽔量を現状の10〜20倍として、
海洋温度差発電とともに、冷熱
利⽤⽔産業（既存事業の拡⼤）
と冷熱利⽤農業（海洋深層⽔研究
所で実証）を中⼼として更なる⽣
産拡⼤を図り、世界の深層⽔利⽤
の先端モデルとなることをを将来
像として描いている。

出典： 久⽶島海洋深層⽔複合利⽤基本調査 報告書
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概略仕様
6. 海洋温度差発電の基本計画

• 発電規模については、久米島の推定ベースライン電力需要、海洋温度差発電技術

の実証プラントとしてのモデル性等を考慮し、送電端出力が1,000～2,000kWの範囲

となるよう仕様の検討を行なった。

• 久米島では夏季の平均表層海水温度約28℃に対し、冬季は同22℃まで温度が低下

する。したがって、まず冬季に表層－深層間の温度差が小さくなっても継続運転が可

能であり、かつ冬季でも複合利用設備が自立運転するだけの送電端出力を確保する

ことを要件に、仕様のスクリーニングを実施した。

• 残った候補から、経済性面で有利となる仕様を選定した。

- 表層水流量および温度： 12,150 m3/h、25.7℃（年平均）

- 深層水流量および温度： 9,710 m3/h、6.7℃（取水深度700m、年平均）

- 発電出力： 1,250 kW（定格：平均水温時）
夏季最大 1,770kW、冬季最小 700kW

- 年間発電量および年間送電量： 発電量10,600MWh/年、送電量9,880MWh/年

58

経済性の検討
6. 海洋温度差発電の基本計画

- 表層水および深層水の使用価格について、双方とも0.7 円/m3とした場合の発電単価の試算を示す。

- 発電単価は、NEDO刊「再生可能エネルギー技術白書」に1MW級実証プラントの目標値として記

載された「40～60円/kWh」よりはるかに低い。これは、海洋深層水複合利用により、取水のための

コストを他の利用設備と案分できた効果によるものである。
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JMUは、佐賀大学と「海洋温度差発電」の研究開発の成果を

用いて、世界で初めて浮体式の没水型海洋温度差発電で
型式認証(AIP)をNK（海事協会）より取得 平成25年9月2日

産業新聞より


